
（平成２１年３月11日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 2 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島国民年金 事案367 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和44年４月から45年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和17年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和44年４月から45年３月まで 

    申立期間の前後と同様、申立期間についても、妻が夫婦二人分の国民

年金保険料を一括して過年度納付した。 

    納付金額は、１人当たり3,500円くらいだったと記憶している。 

    申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は12か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、申立期間

後の国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて納付している。 

   また、申立期間前後の期間については、申立人の主張どおり、過年度納

付されていることが確認できる上、申立期間の前後を通じて申立人夫婦の

生活状況に変化は見られないことから、申立期間のみが未納とされている

のは不自然である。 

   さらに、申立人は、申立期間の保険料額について、１人当たり3,500円く

らいだったと主張しているが、当該金額は当時の実際の国民年金保険料額

（１人当たり3,000円）と大きく相違しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



徳島国民年金 事案368 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和44年４月から45年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和18年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和44年４月から45年３月まで 

        申立期間の前後と同様、申立期間についても、私が夫婦二人分の国民

年金保険料を一括して過年度納付した。 

    納付金額は、１人当たり3,500円くらいだったと記憶している。 

    申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は12か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、申立期間

後の国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて納付している。 

   また、申立期間前後の期間については、申立人の主張どおり、過年度納

付されていることが確認できる上、申立期間の前後を通じて申立人夫婦の

生活状況に変化は見られないことから、申立期間のみが未納とされている

のは不自然である。 

   さらに、申立人は、申立期間の保険料額について、１人当たり3,500円く

らいだったと主張しているが、当該金額は当時の実際の国民年金保険料額

（１人当たり3,000円）と大きく相違しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



徳島国民年金 事案369 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和46年10月から47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年10月から47年３月まで 

    私は、会社退職後の昭和46年10月、国民年金及び国民健康保険につい

て同時に加入し、加入期間の国民年金保険料については、すべてＡ市の

現金取扱員であるＢ氏に納付していた。申立期間について未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は６か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、国民年金

加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付してい

る。 

   また、申立人の妻は、寝具店（自営）の開店日（昭和46年10月３日）ま

でにＡ市役所に出向き、国民年金及び国民健康保険の加入手続を行ったこ

とを鮮明に記憶しており、申立人が所持する国民健康保険被保険者証の資

格取得日も同年10月２日となっていることから、申立人の主張に不自然さ

は見られない。 

   さらに、申立人が国民年金保険料を納付していたとするＡ市現金取扱員

のＢ氏に事情を聴取したところ、申立人の申立期間に係る国民年金保険料

を集金していた旨の証言が得られた。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



徳島国民年金 事案370 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和46年10月から47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和10年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年10月から47年３月まで 

    私は、会社退職後の昭和46年10月、国民年金及び国民健康保険につい

て同時に加入し、加入期間の国民年金保険料については、すべてＡ市の

現金取扱員であるＢ氏に納付していた。申立期間について未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は６か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、国民年金

加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付してい

る。 

   また、申立人は、寝具店（自営）の開店日（昭和46年10月３日）までに

Ａ市役所に出向き、国民年金及び国民健康保険の加入手続を行ったことを

鮮明に記憶しており、申立人が所持する国民健康保険被保険者証の資格取

得日も同年10月２日となっていることから、申立人の主張に不自然さは見

られない。 

   さらに、申立人が国民年金保険料を納付していたとするＡ市現金取扱員

のＢ氏に事情を聴取したところ、申立人の申立期間に係る国民年金保険料

を集金していた旨の証言が得られた。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



徳島厚生年金 事案175 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資

格取得日に係る記録を昭和25年６月10日に、資格喪失日に係る記録を同年

９月10日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を5,000円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和25年６月10日から同年９月10日まで 

    昭和23年３月にＡ株式会社Ｃ工場に入社して以降、転勤はあったもの

の、63年10月に退職するまでずっと同社で勤務していた。 

    申立期間については、移動実習生としてＢ工場において綿棒の製造等

を行っており、厚生年金保険料についても給与から天引きされていたと

記憶しているので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された在籍証明書、昇給通知、同僚と撮った写真及びＡ

厚生年金基金の記録により、申立人が申立期間についてＡ株式会社に継続

して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和25年５月及び同年９月

の社会保険事務所の記録から、5,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は納付したと主張するが、申立期間の被保険者名簿の整

理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記

録が失われたことは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会



においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考えが

たいことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出

は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和25年

６月から８月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



徳島厚生年金 事案176 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和19年11月10日に厚生年金保険被保険者の資格を

取得し、20年９月15日に喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったこと

が認められることから、当該期間に係る申立人の厚生年金保険被保険者資

格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、40円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和19年３月から同年10月まで 

             ② 昭和19年11月から20年８月まで 

    申立期間①については、厚生年金保険の期間照会回答書を見ると、私

のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者期間が昭和19年10月の１か

月しか無いとのことであったが、私は、昭和19年３月から当該事業所に

勤務していたと記憶しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

    また、申立期間②については、Ａ株式会社（Ｂ県）を退職した後に、

地元（Ｃ県）に戻り、Ｄ事業所Ｅ工場に勤務した。申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、社会保険事務所が保管している被保険者原票

及び当時の同僚の供述から、申立人が申立事業所に勤務していたことは

推認できる。 

    しかし、女子労働者の厚生年金保険への加入制度は、昭和19年10月に

導入されている上、申立人が同時期に派遣されたと記憶している複数の

同僚（女性）の厚生年金保険の資格取得日は、いずれも同年10月１日と

なっており、ほかに申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情

も確認できない。 



    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできな

い。 

  ２ 申立期間②については、申立人の厚生年金保険記号番号払出簿の備考

欄に「疑重複記録（Ｆ）」の記載があったことから、Ｃ社会保険事務局に

照会した結果、Ｃ県で別の厚生年金保険被保険者番号が払い出されてい

ることが判明し、申立人と同姓同名かつ同じ生年月日で、基礎年金番号

に未統合の厚生年金保険被保険者記録が確認できたことから、申立人が

当該期間にＤ事業所Ｅ工場に勤務し、厚生年金保険の被保険者であった

ことが認められる。 

    これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和19年11月10日

に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、20年９月15日に資格を喪失し

た旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

    なお、申立期間の標準報酬月額については、申立事業所に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿により、40円とすることが妥当である。 

 



徳島国民年金 事案371 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和42年７月から44年８月までの期間、44年12月から49年３月

までの期間及び50年４月から52年６月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和22年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和42年７月から44年８月まで 

             ② 昭和44年12月から49年３月まで 

             ③ 昭和50年４月から52年６月まで 

    20歳になった昭和42年７月にＡ府Ｂ市役所で国民年金の加入手続をし、

以後、Ｃ府Ｄ市、同Ｅ市などへ引っ越したが、いずれの市でも、主に市

役所窓口で、毎月、年金手帳と現金を持参して国民年金保険料を納付し

た。時には郵便局で保険料を納付したこともあった。 

    当時の領収書等は残っていないが、市役所や郵便局に度々納付に行っ

たことは憶えているので納付済期間として記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿等）は無く、ほかに国民年金保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出し（国民年金への加入）は、

Ａ府Ｂ市において昭和49年７月以降に行われたものと推定され、それ以前

に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は無く、当該時点では、

申立期間①及び申立期間②のうち44年12月から47年３月までの国民年金保

険料は時効により納付できず、また、申立期間②のうち47年４月から49年

３月までの国民年金保険料をさかのぼって過年度納付することは可能であ

ったが、申立人は、毎月、保険料を納付していたと申し立てており、当該

期間に係る保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立期間③については、Ｂ市、その後転居した先のＣ府Ｄ市及

び同Ｅ市の各市において国民年金保険料を納付することとなるが、当該期

間当時、ⅰ）Ｂ市では、市役所担当窓口において現年度分の国民年金保険



料を納付することはできなかった、ⅱ）Ｄ市及びＥ市では、市役所担当窓

口及び郵便局において現年度分の国民年金保険料を納付することができな

かったことが確認でき、毎月、市役所窓口や郵便局で国民年金保険料を納

付していたとする申立人の主張は不自然である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



徳島国民年金 事案372 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和43年８月から47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和43年８月から47年３月まで 

    申立期間当時、実家は商売をしており、店の支払、税金、国民年金保

険料などの支払いは母が全部していた。当時、同居していた兄及び姉の

分と合わせて私の国民年金保険料も払っていたと思う。母、兄、姉はす

べて納付済みなのに私だけが未納となっているのは納得できない。調査

の上、納付済みと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無い上、申立期間の国民年

金保険料を納付していたとする母親は既に死亡しており、申立人自身は当

時、加入手続及び保険料の納付に直接関与していないため、保険料の納付

方法、納付場所、納付金額等が不明であり、申立人の母親が申立人の申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は、昭和48年３月以降

であると推定され、それ以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡は無く、この時点では、申立期間の一部は時効により保険料をさかの

ぼって納付することができない期間であり、当該時点以後において、特例

納付により申立期間に係る保険料を納付したことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 


